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令和4年度大学連携日本語パートナーズ派遣プログラム追加募集
申 請 書



	※記入日：

　　　　　年　　　　　月　　　　　日


独立行政法人国際交流基金理事長　殿　

独立行政法人国際交流基金公募プログラムガイドラインに従い、下記のとおり共催分担金の支給を申請します。

記

1 国内申請大学情報
（1）申請機関について、以下の情報を記入してください。
	大学名
	

	学部・学科名
	

	代表者
	氏名



（印）
職位

	担当者
	氏名




職位

	連絡先
	住所
	電話
	

	
	
	FAX
	

	
	
	e-mail
	


　　（2）大学連携プログラムの有無について
　　　　あてはまる項目にチェックしてください。
	□
	大学提携に基づいた海外実習プログラムを有している

	□
	教授等のネットワークを活用して個別に海外の機関と協議し海外実習プログラムを実施している


2 受入先（受入先候補）機関の情報
上記1（2）で回答した提携受入先（受入先候補）機関の詳細を記入してください。選考の基礎資料になりますので正確に記入してください。
また、各々の実行予算の概算見込額（総額）を必ず記載してください。
※複数の受入先がある場合は、次ページをコピーし、受入先ごとに記載してください。
受入先（受入先候補）機関1：
	機関名

（アルファベットの場合にはカタカナの表記も加えてください。）
	国名（




）

	学部・学科名
	

	代表者
	氏名




職位

	担当者
	氏名




職位

	連絡先
	住所
	電話
	

	
	
	FAX
	

	
	
	e-mail
	

	機関ID
	※日本語教育機関検索データベース（https://jpsurvey.net/jfsearch/do/index）にて受入先機関の機関IDを確認の上、記入して下さい。受入先機関が同データベースへ未登録の場合は記入不要です。

	派遣対象学生

区分別・実施人数
(予定で構いませんので、人数は一つの数字を記入してください。たとえば1～4人ではなく、3人と明記してください) 
	学部生　　　　　人
	大学院生　　　　　人

	派遣実施時期・期間

（必ず 「年」 を明記。期間は出国日から帰国日までを記入してください。）
	注記）同一の受入先機関であっても、異なる期間（例：3～4週間及び半年間）に派遣するときには、別々の用紙に記入してください。
実施時期　年　月　日（出国日）～　年　月　日（帰国日）
期間　日間

	取得単位
	

	実行予算の概算見込額（総額）

(次頁 3.予算の 項番11. 概算額 (a) の総和 × 人数)
	


3 予算
一人当たりの概算額（単位：円）
	項番
	項目
	概算額 (a)
	経費負担

	
	
	
	国際交流基金 
(b)
	申請機関 
(c)
	派遣対象学生等 (d)

	1
	往復航空賃
	
	
	
	

	2
	空港使用料
	
	
	
	

	3
	空港利用税
	
	
	
	

	4
	燃油サーチャージ
	
	
	
	

	5
	出入国税
	
	
	
	

	6
	発券手数料
	
	
	
	

	7
	航空保険料
	
	
	
	

	8
	住居費
	
	
	
	

	9
	海外旅行

傷害保険料
	
	
	
	

	10
	国際交流基金が負担しない、その他経費（国内交通費、現地交通費、その他受入機関からの請求に基づく実習経費等。以下に明細を記載のこと。）

	
	
	
	
	
	

	11
	総計
	(a) の総和を記入してください。
	(b) の総和を記入してください。
	(c) の総和を記入してください。
	(d) の総和を記入してください。

	備考
	


＜説明＞
1.
エコノミークラス割引運賃の見積り額、若しくはウェブ検索などで調査したうちの、安価な金額を

記入してください。
2～7.
空港諸費用を記入してください。

8.
必須記入項目。採否決定の判断材料となるため、見積りを取得していない場合でも、過去の実績値をもとに推計した金額を記入してください。
9.
支出を要する場合、記入してください。予定概算額でも問題ありません。
10.
国際交流基金は負担しませんが、支出を要する場合、記入してください。国内交通費、現地交通費、その他受入機関からの請求に基づく実習経費等が対象です。見積り未取得であり、過去に実績がある場合には過去の実績値をもとに推計した金額を記入してください。初めて実施する場合には、推定概算額を記入してください。
11.
概算の総計を記入してください。
なお、派遣対象学生の負担額については、過去実施した類似案件の実績に基づき推計してください。
12.  国際交流基金が支援対象としている①往復航空賃（空港諸費用含む）、②住居費、③海外旅行傷害
保険料について、それぞれ上限を定めています。各費目の上限額は、採用決定通知（案件及び予算
額のお知らせ）の後に大学と国際交流基金の間で取り交わす合意書に記載されます。
4 申請概要（必ず提出してください）
以下の点につき、A4一枚程度で記述してください。（様式適宜）
(1) 申請機関における日本語教師養成課程の位置づけ及び内容
(2) 参加学生の募集、選考方法及びスケジュール
(3) 申請機関における参加学生への指導体制
(4) 期待される具体的成果
(5) 受入先機関との協力体制
(6) 実習に必要な日程の確保をはじめとする、適切な事業実施計画
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